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手話言語の普及及び意思疎通手段の利用促進に関する取組状況 

 

 

１．情報の取得等におけるバリアフリー化（条例第 10条） 
 
２．人材育成（条例第 11 条） 
 
３．啓発及び意思疎通手段学習機会確保（条例第 12 条） 
 
４．学校設置者の取組み（条例第 13 条） 
 
５．事業者への協力（条例第 14条） 

 

※ 岐阜県では、平成３０年度から平成３２年度までの障がい者に対する基本的な計画「第

2 期岐阜県障がい者総合支援プラン」を定めており、プラン第 4 章「分野別施策」、「６ 情

報環境の整備」、「（１）岐阜県手話言語の普及及び障害の特性に応じた意思疎通手段の利用

の促進に関する条例の推進」に定める施策とも連動しています。 
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１．情報の取得等におけるバリアフリー化 
  

第十条 県は、障害のある人が県政に関する情報を円滑に取得し、県政に対する意思を表示

することができるよう、障害の特性に応じた意思疎通手段による情報の発信に努めるもの

とする。 

２ 県は、市町村その他の関係機関と連携し、障害のある人が災害その他の非常の事態にお

いて、障害の特性に応じた意思疎通手段により、安全を確保するために必要な情報を速や

かに取得するとともに、円滑に他者との意思疎通を図ることができるよう必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

 

① 行政情報発信の有力な媒体である県のホームページについては、音声読み上げソフトに対応

したページづくりを行う等、ウェブアクセシビリティの向上やユニバーサルデザイン化を一層

徹底します。また、県が作成するチラシやパンフレット等については、原則、テキスト形式で

県公式ホームページに概要を掲載します。 

（広報課） 

（総務部情報企画課） 

 

○ ホームページ研修 

 ＜毎年実施＞ 

  誰もが利用しやすいページ作成に向けて、職員を対象とした「岐阜県公式ホームページ」研

修会を開催 

 

 

② 視覚障がい者に県政情報を的確に伝え、県政への理解を深めていただくため、点字版、録音

版、テキストメール版の県広報を配布します。また、聴覚障がい者が県政情報を入手できるよ

う地上デジタルデータ放送等を活用した情報発信を行うなど、今後も、広く県民の方に県政情

報を届けるため、様々な媒体や手法の活用を検討します。 

（広報課） 

  

 

○ 県政情報の発信 

＜平成 29年度実績＞ 

 ・県広報点字版 337部 

 ・県広報音声版 209部 

 ・県広報テキストメール版 12通 

 ・地上デジタルデータ放送 毎週 50項目 

 

 

 

施策実施状況 

施策実施状況 
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③ 県が制作するテレビ番組やイベント等で上映する映像については、字幕入りでの制作に努め

ます。 

（広報課） 

 

○ 字幕付き等番組の制作 

＜平成 29年度実績＞ 

・県政広報テレビ番組について、字幕や字幕テロップを挿入して制作 

 

 

④ 県庁見学等での来庁時において、手話通訳者の同行など意思疎通の確保に努めます。また、

県庁舎及び総合庁舎受付に筆談用のボード等を常備し、来庁された聴覚障がい者の意思疎通の

確保に努めます。 

                        （総務部管財課） 

 

 ○ 手話通訳者同行：対応可能（Ｈ２９実績無） 

○ 筆談ボード：本庁舎及び全総合庁舎に設置 

 

 

⑤ 市町村相談窓口における手話通訳者の配置について市町村に対し働きかけていくとともに、

県民の手話や要約筆記等に対する理解と協力を促進します。 

（障害福祉課） 

 

 ○ 手話通訳者設置事業 

 ・手話等に関するアウトリーチ  

  ＜平成 29年度実績＞ 

   聴覚障がいや手話等に関する理解啓発を行う出前講座 

   実績：２０件 （市町村役場、小学校、警察署等） 

 

 

⑥ 意思疎通支援機器である点字プリンターや筆談ボード、ヒアリングループ、インターネット

電話サービスを用いて手話通訳を行う手話通訳用タブレット端末、ＳＰコード読み取り装置を

各所属に貸し出すことで、意思疎通支援を推進します。 

（障害福祉課） 

 

○ 意思疎通支援機器の貸出 

  ＜平成 29年度実績＞ 

・貸出対象品目：タブレット端末（遠隔手話通訳用）磁気誘導ループ、テルミー、筆談ボー

ド、点字プリンター 

  ・貸出実績：０件 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 
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⑦ 「障がいのある方の配慮マニュアル」の改訂及び職員研修、手話通訳者等の派遣費用の確保

等により、県主催行事における障がい者の意思疎通支援の対応を推進します。 

（障害福祉課） 

 

○ 「障がいのある方の配慮マニュアル」の改訂 

  岐阜県手話言語条例の施行に伴い、障がいの特性に応じた意思疎通手段による情報の発

信を行っていくため、「行政情報の提供」・「一般県民を対象とした講演会やイベント等の開

催」の２項目で記載内容を改訂。（平成 29年度末改訂） 

 

○ 職員研修の実施（平成 30年度～） 

  差別解消推進員研修において、「障がいのある方の配慮マニュアル」の改訂内容の周知徹

底を実施した。 

 

○ 新規 意思疎通支援者派遣事業（平成 30年度～） 

    県主催行事へ手話通訳者・要約筆記者を派遣し、障がい者の意思疎通支援の充実を図る。 

    手話通訳・要約筆記 派遣見込：年間各 60件 

 

 

⑧ 災害時に障がいのある方が避難する場となる「福祉避難所」について、市町村に対する福祉

避難所の指定促進・機能強化に向けた助言・支援等の実施を通じ、意思疎通の円滑化を含めた、

各々の障がい種別に応じた支援体制構築に向けた取り組みを推進します。 

（健康福祉政策課） 

 

   

○ 福祉避難所充実強化支援事業 

    福祉避難所充実強化に向けた取組みを支援するため、実態調査を通じた指定状況や課題

の把握、個別ヒアリングを通じた市町村に対する助言・支援、各種会議等における周知・

啓発等の実施。 

   ・福祉避難所数：４９７（H30.4.1） 

   ・福祉避難所実態調査：４２市町村（H29.7） 

   ・市町村個別ヒアリング：１６市町村（平成 29年度） 

 

⑨ 災害時に聴覚障がい者を支援するため、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳・介助者を

派遣する体制を整備します。 

（障害福祉課） 

   

○「岐阜県災害時手話通訳者及び要約筆記者・奉仕員及び盲ろう者通訳・介助者派遣要項」 

   災害時に市町村からの求めに応じて手話話通訳者等意思疎通支援者の派遣を行う。 

 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 
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⑩ メールによる 119番通報に対応できるよう、未実施の消防本部へ導入を働きかけます。 

（消防課） 

 

  ○ メール 119番導入状況（平成 29年度時点） 

   導入消防本部：１５本部 未導入消防本部：７本部 

 

 

⑪ メールによる 119番について、市町村への導入を働きかけます。 

（障害福祉課） 

 

 

 ○ メール 119番導入働きかけ 

   ・平成 29年度市町村福祉担当者会議において依頼。 

 

 

⑫ あらゆる広報媒体を活用した広報啓発活動を継続し、防犯対策の普及促進を図ります。 

（警察本部生活安全総務課） 

  

 ○ 広報啓発活動 

   県警安全・安心メール、ツイッターやホームページを活用した防犯情報の発信。 

   ＜平成 29年度実績＞ 

・メール登録者 10,712人、メール配信件数 625件 

・ツイッターフォロワー数 1,572人（平成 30年２月末現在）。 

 

 

⑬ 「メール 110 番」、「ＦＡＸ110 番」により、聴覚障がい者等からの通報手段を確保して、

緊急通報に対応します。 

（警察本部通信指令課） 

  

○ メール 110番実施状況 

 ＜平成 29年度実績＞ 

   メール 110番有効受理件数：103件（内、障害者からの通報は 8件） 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 
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２．人材育成 
  

第十一条 県は、必要な支援者が確保されるよう、市町村その他の関係機関と協力し、支援

者及びその指導者の育成に努めるとともに、障害のある人が支援者の派遣等による意思疎通

の支援を適切に受けることができる体制の整備に努めるものとする。 

 

 

⑭ 聴覚障がい者の意思疎通手段を確保するために、手話通訳者の養成、確保の強化を図るとと

もに、字幕入りビデオの制作、貸し出しの充実に努めます。聴覚障がい者の意思疎通支援にお

いて、手話通訳者等の派遣に係る広域調整を行うとともに、県の窓口業務に係る手話通訳者を

設置します。 

（障害福祉課） 

 

 

○ 聴覚障害者情報センター運営事業費・手話通訳者設置事業 

 ＜平成 29年度実績＞ 

・手話通訳者 養成２３人 派遣３０３件７８２人（聴覚障がい関係団体派遣） 

・要約筆記者 養成８人  派遣８１件２６２人（聴覚障がい関係団体派遣） 

・手話通訳者等広域調整 手話通訳４０件５１人、要約筆記２件４人 

 （県外へ聴覚障がい者が行った場合の支援者の派遣調整） 

・字幕入りビデオ製作 １０本 

○新規 手話通訳者養成支援事業（平成 30年度～） 

    手話通訳者を目指す手話奉仕員向けのスキルアップ講座や、手話通訳者統一試験受験対

策講座を実施し、手話通訳者の養成・確保を図る。 

  ○新規 手話普及促進事業（平成 30年度～） 

    手話通訳者統一試験の受験料を無料化し、受験者の負担を軽減するとともに、手話奉仕員

養成講座を充実するため、講師を対象とした養成講座を開催し、手話通訳者の増加を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 
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⑮ 視覚障がい者の意思疎通手段を確保するために点訳奉仕員、音訳奉仕員の充実を図るととも

に、ＣＤ図書等の制作、貸し出しの充実に努めます。 

（障害福祉課） 

 

 ○ 点訳音訳奉仕員養成事業 

＜平成 29年度実績＞ 

・点訳奉仕員養成講座 修了者  ８名 

・音訳奉仕員養成講座 修了者 １５名 

 ○ リーディングサービス事業 

  ＜平成 29年度実績＞ 

・録音図書完成数 １０９タイトル１５０巻 

・デジタル録音図書完成数 ９４タイトル 

 

 

⑯ 中途失明者に対して、点字訓練、パソコン指導等を行い社会生活への復帰を支援します。ま

た、地域で相談会を実施し相談体制の充実を図ります。 

（障害福祉課） 

  

○ 中途失明者緊急生活訓練事業 

 ＜平成 29年度実績＞ 

・中途失明者緊急生活訓練 訓練実施回数 延べ８７５回 

 

 

⑰ 盲ろう者通訳介助者を養成し、派遣することによって、盲ろう者の意思疎通支援を行い、社

会参加の促進を図ります。 

（障害福祉課） 

 

 ○ 盲ろう者通訳・介助者養成派遣事業 

  ＜平成 29年度実績＞ 

・盲ろう者通訳・介助者養成講座 修了者 １５名 

・盲ろう者通訳・介助者派遣 ４９８件 １６５７時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 
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⑱ 疾病等により喉頭を摘出し、音声機能を喪失した者が発声訓練等により、発声方法を獲得し

社会復帰できるよう講習会を実施します。 

（障害福祉課） 

 

  

○ 音声機能障がい者発声訓練・指導者養成事業 

 ＜平成 29年度実績＞ 

・発声訓練教室 

岐阜教室 ４４回 延べ７４６人 

 高山教室 ４６回 延べ２６６人 

 

 

 

⑲ 失語症者に対する意志疎通支援者を養成し、失語症者の社会参加・復帰を支援します。 

（障害福祉課） 

 

○ 新規 失語症意思疎通支援者養成事業（平成 30年度～） 

      脳の損傷により日常生活に困難を伴う失語症者を支援する方の養成講座を新たに開  

催し、失語症者の意思疎通支援の充実を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 

施策実施状況 



- 9 - 

⑳ 手話通訳者、要約筆記者、点訳奉仕員、音訳奉仕員、盲ろう者通訳介助者、失語症意思疎通

支援者を育成し、全市町村での意思疎通支援事業の実施を促進します。また、現任者のスキル

アップ研修を実施するなど、従事者の質の向上を図ります。 

（障害福祉課） 

 

 ○ 支援者養成 

＜平成 29年実績＞ 

・手話通訳者養成講座修了者  ２３名  

・要約筆記者養成講座修了者   ８名   

・点訳奉仕員養成講座 修了者  ８名 

・音訳奉仕員養成講座 修了者 １５名 

・盲ろう者通訳・介助者養成講座 修了者 １５名 

・失語症意思疎通支援者 （平成 30年度事業開始） 

 

 ○ 市町村における意思疎通支援事業の実施促進 

  平成 28年度市町村福祉担当者会議で、市町村における支援者養成の実施を依頼。 

 

 ○ 現任者研修 

  ＜平成 29年度実績＞ 

  ・手話通訳者特別研修 ７回 １１４名 

  ・手話通訳者現任者のスキルアップ研修 ３回 ３２名 

  ・要約筆記者等研修 ３回 ４７名 

  ・要約筆記者派遣事業従事者資質向上特別支援事業 １名派遣 

  ・ガイドヘルパー研修 ４回 ５６人 

  ・盲ろう者通訳・介助者現任研修 ２回 ４０人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 
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３．意思疎通手段に関する啓発及び学習の機会の確保 
  

第十二条 県は、県民が意思疎通手段の利用に対する理解を深めることができるよう、市町

村その他の関係機関と協力し、意思疎通手段に関する啓発及び学習の機会の確保に努める

ものとする。 

 

㉑ 障がい者の意思疎通手段に係る啓発イベントを開催し、県民の障がい者意思疎通手段に関す

る学習機会を確保します。 

（障害福祉課） 

 

 ○ 新規 意思疎通支援普及啓発事業（平成 30年度～） 

手話等の意思疎通手段に関する啓発イベントの開催により、手話や点字等の障がい者

の意思疎通手段に関する啓発を推進する。 

 

㉒ 障がい者の意思疎通手段に係るハンドブックを作成し、障がい者意思疎通手段に関する理解

を促進します。 

（障害福祉課） 

 

 ○ 新規 意思疎通支援普及啓発事業（平成 30年度～） 

意思疎通手段ガイドブックを中部学院大学と連携して作成し、手話や点字等の障がい

者の意思疎通手段に関する啓発を推進する。 

 

 

㉓ 事業者、学校、公官庁に対して、手話及び聴覚障がいに関するアウトリーチ事業を実施 

し、理解促進に努めます。 

（障害福祉課） 

  

○ 手話通訳者設置事業 

 ＜平成 29年度＞ 

・手話等に関するアウトリーチ事業 

    聴覚障がいや手話等に関する理解啓発を行う出前講座 

    実績：２０件 （市町村役場、小学校、警察署等） 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 



- 11 - 

４．学校設置者の取組み 
  

第十三条 県は、学校教育において、基本理念及び意思疎通手段に対する理解の促進に努め

るものとする。 

２ 障害の特性に応じた意思疎通手段の利用を必要とする児童、生徒又は幼児（以下「児童

等」という。）が通学する学校の設置者は、児童等が必要な意思疎通手段により学習するこ

とができる環境の整備に努めるとともに、当該学校の教職員の意思疎通手段に関する知識

及び技術を向上させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

３ 児童等が通学する学校の設置者は、児童等の保護者からの学校における意思疎通手段の

利用に関する相談への対応及び支援を行うよう努めるものとする。 

 

㉔ 学校の総合的な学習の時間や「ひびきあいの日」の取組み等を活用して、福祉体験学習や障

がいの疑似体験、障がい者との交流活動、手話を学ぶ取組み等を展開し、障がい及び障がい者

への正しい理解を促進します。 

（教育委員会学校支援課） 

 

 

 ○ ひびきあいの日（ひびきあい活動） 

   学校においては、「ひびきあいの日」の取組み等を活用して、福祉体験学習や障がいの疑似

体験、障がい者との交流活動、手話を学ぶ取組み等を展開し、障がい及び障がい者への正し

い理解を促進します。 

・各学級における互いのよさを認め合ったりする取組や、人権にかかる問題を乗り越えるた

めの取組について、全校が集う場で交流しあう。 

・児童会（小）や生徒会（中）など、生徒が主体となり、人権に関わる「スピーチ大会」や

「意見発表会」を企画し、全校で実施する。 

・老人施設や障害者施設などの各種施設等への訪問活動などから、感じたことや考えたこと

を学年や全校集会において交流する。 

・小学生と幼稚園の園児との交流や、小学校の高学年と低学年の児童との交流など、思いや

りの心を深める活動を行う。 

・幼児児童生徒とＰＴＡ等が一体となり、地域でボランティア活動やあいさつ運動等に取り

組んだり、その取組を公開するなどし、そのよさを広める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 
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㉕ 各障がい種別に対する専門性の高い教育を行う特別支援学校（岐阜地域の５校）をコア・ス

クールとして位置付け、様々な専門分野に関する指導的立場の教職員(コア・ティーチャー)を

養成し、コア・スクールの専門性向上を図ります。 

（教育委員会特別支援教育課） 

 

  

○ コアスクールを核とした専門性向上システム事業 

 ＜平成 29年度実績＞ 

・コアティーチャー（現行） 

  岐阜盲学校：２名  岐阜聾学校：１名 

  →他校への指導・助言を実施 

 ・コアティーチャー養成研修 

  岐阜盲学校：１０名 岐阜聾学校：６名 

 

 

 

㉖ 障がいの多様化が進む中で、特別支援学校だけでなく、小学校、中学校、義務教育学校、高

等学校においても、障がいの特性に応じた意思疎通手段の利用等、適切な支援を行うための研

修を充実し、管理職の指導のもと障がいのある児童生徒を支援する教員の専門性の向上を図り

ます。 

（教育委員会教育研修課） 

 

 

 ○ 専門研修 

  専門研修において、意思疎通伝達について取り上げた。 

  ＜平成 29年度実績＞ 

  ・出前講座「障害者差別解消法と合理的配慮」 ５回実施 

  ・重点講話「ユニバーサルデザインを前提とした教育改善」 １回実施 

 

㉗ 特別支援学校を核とした地域連携ネットワークをつくり、地域における校種間のスムーズな

連携体制を構築します。 

（教育委員会特別支援教育課） 

 

○ 地域連携ネットワークシステムの強化事業 

 ＜平成 29年度実績＞ 

  ・視覚・聴覚障がいに関わる地域への理解啓発を実施。 

   岐阜盲学校：オープンキャンパス  岐阜聾学校：きこえとことばの教室 

  ・障がい特性を踏まえた教科指導に関する研修を実施 

   →教師の指導力向上 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 
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㉘ 聾学校（聴力測定室）の改修を行います。 

（教育委員会教育財務課） 

 

 ○ 岐阜聾学校管理教室棟外壁等改修工事 

  ・平成３０年度事業実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策実施状況 
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５．事業者への協力 
  

第十四条 県は、事業者が障害のある人に対しサービスを提供するとき又は障害のある人を

雇用するときにおいて、障害の特性に応じた意思疎通手段の利用に関して合理的な配慮を

行うための取組に対し、必要な協力を行うよう努めるものとする。 

 

㉙ 事業者へ意思疎通支援ハンドブックを使用した職員出前講座を実施します。また、障がい種

別ごとの理解啓発については、関係団体と仲介を行います。 

（障害福祉課） 

 

○ 県職員出前講座（平成３０年度～） 

 ・「手話及び障がい者の意思疎通手段の理解促進について」 

○ 手話通訳者設置事業 

 ・手話等に関するアウトリーチ  

    ＜平成 29年度実績＞ 

聴覚障がいや手話等に関する理解啓発を行う出前講座 

    実績：２０件 （市町村役場、小学校、警察署等） 

 

㉚ 就職に必要な知識・技能を習得するために、民間事業者等に委託して実施する障がい者の職

業訓練の機会の拡充に努めます。訓練実施においては、障がい者の意思疎通手段の確保に配慮

します。また、障がい者職業訓練コーディネーターが訓練カリキュラムをコーディネートし、

障がい者の個別の事情に応じた効果的な訓練実施に努めます。 

（労働雇用課） 

 

  ○ 障がい者委託訓練費、障がい者職業コーディネーター設置費 

  ＜平成 29年度実績＞ 

   ・知識・技能習得訓練  ５コース 

   ・実践能力習得訓練   ６コース 

   ・特別支援学校早期訓練 ２コース 

   （入校者２７名、就職者７名、就職率２５．９％） 

 

㉛ 事業者による講演会等の開催における、手話通訳、要約筆記の意思疎通支援手段の確保を支

援します。 

        （障害福祉課） 

 

  ○ 手話通訳者、要約筆記者の確保等に関し支援を実施。 

   ＜平成 29年度実績＞ 

   ・手話通訳者主催者負担派遣     ２２５件 ５３９人 

   ・要約筆記者・奉仕員主催者負担派遣  ５３件 １７１人 

施策実施状況 

施策実施状況 

施策実施状況 


